
（様式５） 令和７年度　指定管理者年度評価シート

１　基本情報

２　管理運営の成果・実績

住宅管理センター及び募集

センターの利用者並びに入

居者の満足度

市営住宅家賃の収納率　 附帯駐車場使用料の収納率　

80%以上 99.6%以上 99.7%以上

募集センター 利用者100% ー ー

入居者92.5%

利用者99.2%

募集センター 利用者125.0% ー ー

入居者115.6%

利用者124.0%

※収納率の小数点以下の推移で達成率を算出している。

３-１　収支状況

当年度 前年度 差異（実績－計画） 主な要因

実績 5,293,632,312 5,112,889,649

計画 5,293,632,312 5,112,889,649

当年度 前年度 差異（実績－計画） 主な要因

実績 697,360,075 707,147,973

計画 694,225,994 686,364,000

実績 4,540,258,866 4,453,574,668

計画 4,599,406,318 4,426,525,649

実績 5,237,618,941 5,160,722,641

計画 5,293,632,312 5,112,889,649

3,134,081
収支計画との配置職務級の差異

等に伴う増

物件費 -59,147,452
浴室改善工事費の縮減を図った

ことによる減

支出

収入

業務代行料 0

合計 -56,013,371

人件費

成果指標

数値目標

年度実績 梅田住宅管理

センター
99.59%　※ 99.69%　※

達成率 梅田住宅管理

センター
98.3% 98.6%

施設名称 大阪市営住宅等（北区ほか13区の区域の市営住宅及び共同施設）

施設所管課・担当 都市整備局住宅部管理課他　

条例上の設置目的

大阪市営住宅条例において、市営住宅等（公営住宅、改良住宅、再開発住宅、特定賃貸住宅、特別賃貸住宅及び共同施

設）の設置及び管理について必要な事項を定めている。

市営住宅等はそれぞれ根拠となる法律等に基づいて設置している。

（参考：公営住宅法　第１条　この法律は、国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を

整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸し、又は転貸することにより、国民生活の安定と社

会福祉の増進に寄与することを目的とする。）

業務の概要

指定管理者名 大阪市住宅供給公社

指定期間 令和３年４月１日～令和８年３月31日（５年間）

評価対象期間 令和７年４月１日～令和８年３月31日

下記の①～⑦の市営住宅等の管理に関する業務

①　入居者の募集に関する業務及び大阪市内全域にかかる入居者の募集に関する補助業務の一部

②　入退去等の手続に関する業務

③　居住の上での各種手続き及び入居者への指導、連絡等に関する業務

④　家賃・附帯駐車場使用料等の収納に関する業務

⑤　施設管理に関する業務及び大阪市内全域にかかる社会資本整備総合交付金等を活用した計画改修業務の一部

⑥　敷地管理に関する業務

⑦　上記①～⑥に付随する業務及びその他関連して市営住宅等の管理に必要とされる業務

成果指標

(1) 住宅管理センター及び募集センターの利用者並びに入居者の満足度

(2) 市営住宅家賃の収納率

(3) 附帯駐車場使用料の収納率

数値目標 (1) 80％以上　　(2)99.6％以上　　(3)99.7％以上



（様式５） 令和７年度　指定管理者年度評価シート

３-２　収支状況（自主事業）

当年度 前年度 差異（実績－計画） 主な要因

実績 0 0

計画 0 0

当年度 前年度 差異（実績－計画） 主な要因

実績 0 0

計画 350,000 350,000

４　管理運営状況の評価（１次評価）

（１）成果指標の達成

達成率 評価

122.6% S

98.3% B

98.6% B

（２）市費の縮減

評価

B

市費の縮減に係る取組状況 特記事項

空家補修業務や緊急補修業務においては、公募により実績のある施工業者

を選定し、過度な補修工事とならないよう、独自の「標準単価表」を適用

するなど、緊急補修業者の補修の仕様や単価を統一して経費の縮減を行っ

た。保守点検業務においては、原則入札により最長5年間の長期継続契約を

締結し、長期契約によるコスト縮減を行った。

・人件費や原材料価格の高騰が継続している状況においても、

工事の質が低下しないよう業務代行料の範囲内で工夫をして対

応している。

評価項目 特記事項

住宅管理センター及び募集

センターの利用者並びに入

居者の満足度

センター利用者及び入居者へのアンケートの職員等の対応に関する設問で「普通」以上の回

答の割合が目標を大きく上回っている。

市営住宅家賃の収納率
滞納３か月未満の初期滞納者に対する文書・電話による納付勧奨を効果的に行った。また納

付相談に丁寧に対応し、収納率の向上に努めた。

附帯駐車場使用料の

収納率

滞納３か月未満の初期滞納者に対する文書・電話による納付勧奨を効果的に行った。また納

付相談に丁寧に対応し、収納率の向上に努めた。

収入

その他収入

（自主事業収入）
0

支出

その他事業費

（自主事業支出）
-350,000 周知ビラ等配布物印刷費の減
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（３）管理運営の履行状況

評価

B

B

社会的責任・市の施策との整合性 B

施設の設置目的の達成及びサービスの向上

施設の管理運営

・施設の維持管理については、適切に対応されており、本市へ

の報告等についても適切に行われた。

・事故、災害発生時のマニュアルを整備し、緊急時の対応につ

いても備えている。

事業計画の実施状況 B

・入居者の募集に関する業務、入居者の各種手続きや連絡指導

に関する業務などソフト面の業務、施設管理に関する業務（計

画改修関係業務、住宅等の補修や整備、保守点検等）、敷地管

理に関する業務などのハード面の業務について、業務計画書・

仕様書等に則り、適切に実施できている。

・家賃及び使用料の目標収納率の達成に向け、効果的かつ効率

的な納付勧奨等の取組として、口座振替の利用勧奨を行い、利

用率の向上に貢献したことは評価できる。

・苦情、要望、事故等へは速やかな解決に向け適切に対処して

いる。

・経常補修業務においては、施設の劣化等による事故の発生リ

スクを軽減するために、今後の計画改修工事の実施予定及び点

検結果等を勘案した上で、予防保全的な補修工事を積極的に

行ったことは評価できる。

・7月及び２月の定期募集時に市と連携して空き住戸の見学会

を滞りなく実施した。

・サービス向上策の福祉部門との連携については、複数の関係

先と連携している結果が多数あり、きめ細かなサービスを提供

できている。

・自主事業について、昨年に引き続き、指定管理者のホーム

ページで入居者にとって役立つ情報発信として「住宅管理セン

ターニュース」の掲載や、周知ビラの配布を行っている。

・「買い物支援（移動スーパー）」について、昨年に引き続

き、自治会等からの要望を受け関係各所と調整を行い、実施し

ている。

・地域コミュニティの形成支援に繋がる取組みを積極的に行っ

ており、社会情勢を視野に入れたイベントを実施していること

は評価できる。

施設の有効利用
駐車場の有効利用の観点から、自治会等からの時間貸し駐車場

の設置要望について把握に努めた。

・障がい者法定雇用率の充足、環境への配慮、人権研修等の実

施など適切な取組みが行われた。

・個人情報の漏えい事故が発生し、その際の本市への報告遅延

など課題がある一方、再発防止策は適切に提出され、内部職員

への周知徹底等の対応も実施されている。

評価項目 特記事項



（様式５） 令和７年度　指定管理者年度評価シート

５　利用者ニーズ・満足度等

６　外部専門家意見

７　最終評価

評価

A

B

管理運営の履行状況

施設の管理運営

事業計画の実施状況

施設の有効利用

社会的責任・市の施策との整合性

B

・ 市営住宅では、高齢者や生活困窮世帯、外国人住民など多様な立場の住民が入居しており、生活トラブルや家族問題など、相談内容も多岐に渡り、対応が難しいケー

スもあると思うが、福祉的なノウハウを生かし、関係機関と連携しながら丁寧な対応ができていることは評価できる。 特にA地区は管理戸数も多く、業務全体を通して

対応件数が相当数あるため、対応に苦慮することも多いと思うが効率化を図りながら、適切に業務を遂行していることは評価できる。

・ 外国人居住者の増加に伴い、文化の違いによるトラブルの課題に対して、多言語化した案内の配布など、丁寧な対応をしていることは評価できる。より一層の支援と

して、入居後も継続的にフォローするため、相談には個別事情に応じて通訳やアプリ等も活用し、きめ細かく対応できる体制の整備を期待したい。

・ 土日の窓口開庁では来訪者も増えており、住民のニーズに合わせたサービスの拡充、また、その取り組みが入居者へきちんと周知されていることは評価できる。

 ・ アンケートに関して、住宅の修繕ルールが十分に浸透していないのか、修繕等の範囲がわからないという声が多い。しおり・ホームページの案内に加えて、よりわか

りやすい説明や周知の工夫を検討されたい。また、入居者が自己修繕を行う場合も、入居者自身で情報を集めることは難しいかと思うので、修繕金額の相場や業者選定

の考え方をアドバイスするなど、丁寧にご案内いただく必要がある。

・ 自主事業について、スマホセミナー、防災講座などは高齢者や障がいのある方の生活に役立つ内容となっているので生活のQOL向上につながるいい取組であると評価

できる。一方で、自主事業である以上、継続のために収益性も踏まえた企画や、セミナー以外のサービス提供（各家庭に防災グッズを配布する）なども検討されたい。

・ 自主事業におけるコミュニティ形成支援では、住民からのニーズに応じて、防災やスマホセミナーなど行政等とも連携したイベントを実施していることは評価でき

る。また、移動スーパーに関しても、近隣に店舗がないなど、買い物困難な高齢者が多い地域があるため、取り組み自体はとても良いと思う。一方で、どちらも自治会

等からの要望がある住宅を対象としているため、自治会がうまく機能していないような住宅では、こういった支援を受けることができない可能性がある。要望の有無に

関わらず、指定管理者から積極的に自治会に働きかけるなど、全住宅が可能な限り平等に支援を受けられるような実施の仕方を検討されたい。

評価項目 所見

成果指標の達成

総合評価

・住宅管理センター及び募集センターの利用者並びに入居者の

満足度は122％を超える高い達成率となっており、高水準の住

民サービスが提供できている。

・収納率の達成率について、住宅使用料は98.3％、駐車場使用

料は98.6％と目標を若干下回っていることから、より一層収納

率向上に向けた取り組みを進めていただきたい。

市費の縮減 収支報告書でも経費の縮減効果が表れており、評価できる。

B+

募集業務及び市営住宅の管理業務において、高齢者や生活困窮

世帯、外国人住民など多様な立場の利用者や入居者に配慮し、

指定管理者として適切に業務を遂行している。

また、自主事業として、移動スーパー、各種イベントの開催な

ど積極的に取り組めていることも評価できる。

施設の設置目的の達成及びサービスの向上

〈センター利用者アンケート〉

・調査方法

　センター来所者がアンケート用紙に記入

・回収枚数

　募集センター　　　　　501枚

 　梅田住宅管理センター   512枚

・質問項目

　職員の対応…言葉使いと態度・窓口の迅速さ・説明のわかりやすさ

〈入居者アンケート〉

・調査方法

　管轄行政区に存する市営住宅から団地単位で無作為に抽出（令和7年度は10団地）

・配布枚数

　1,128枚

・回収枚数

　481枚（回収率42.6％）

・質問項目

　来所時の窓口対応…言葉使いと態度・窓口の迅速さ・説明のわかりやすさ

　電話の対応…言葉づかい・電話対応のスムーズさ・説明のわかりやすさ

　入居の住戸や共用施設の修繕の業者対応…親切丁寧さ・迅速さ・施工の状態


